
M 出向命令の効力

出向元と出向先との.合意により,出向元との労働契約関係を維持したまま-

出向先と出向労働者との間にも労働契約関係を成立させ1出向罪において労
務に従事させる出向については,従業員1000人以上規模の企業の88.4%,

300人以上999人以下の企業の74.0%か出向者の送り出し又は受入れに関わ

っておりl大企業を中心に広.く行われているく独立行政法人労働政策研究.

研修機梼r労働条件の設定.変更と人事処遇に関する実態調査J平成16年ン.

出向については,民法第625.粂第1項により.何らかの形での労働者の同

意が必要とさIれているoそこでlどのような場合に使用者は労働者に出向を

命じることができるかにづいては,裁判例においてl.労働契約や就業規則に

出向を命じ得る首の規定があるだけで当然にいかなる出向をも命じ得るも

のではなL,へとされている一方で,個別の出向ごとに労働者の個別の同意が必

要であることまでは求めていないとされているo

ここで,就業親則に一般的な出向を命じ得る旨の規定があること,出向規

定が整理されていて処遇専の事項が規定されてVlることl出向が制度化され

ていることを条件に出向を命じ得るということまでは,裁判例が確立してい

るのではなt,1かとの意見があった.

しかし.これらの判断についてはく各裁判例において明確にル-ルとして

示しているわけではなぐ,また1出向の実態は非常に多様であるこキから-
出向について一律にル-ルを定めることは容易ではないとの指摘がなされ
た..

1そこで,使用者が労働者に出向を命ずろためには,少なくとも.個別の合

意,就業規則又は労働協約に基づくことが必要であることを法律で明らかに

することが適当であるD

これについては,出向は,労務提供の相手方が変吏され,pまた,労働条件

が低下する場合も多いことからl使用者の申入れが具体的な.ものである必要

があるとともに1労働者の個別の同意を得る必要があるとの指摘が考えられ

るo しかしながら,出向は1雇用の椎持や労働者Ojキヤリアの形成.発展を

目的として行われる場合もありl出向中の労働条件に配慮がなされている場

合も多いことから, -律に労働者の個別の同意が必要とすることは適当でな

くlむし.ろ出向の可能嘩の有無があらかじめ労働者に対して明らかになるこ
.とがより重要である.

あわせて,出向の可能性がある場合にはその旨を労働基準法第15条に基づ

き明示しなければならないこととすることが萄当である.

その際,上記3と同じく,出向がある場合にはこれに関する事項を.就業規

則の必要記載事項とすることが適当であるo

また,出向先企業の範臥出向期間や賃金,退職金など出向期間中の労働
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